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理事会の役割 件数 割合(％) 
理事長提出の毎年度事業計画案の討議と承認 321 99.1 
理事長提出の決算書類の討議と承認 317 97.8 
理事長提出の予算案の討議と承認 314 96.9 
理事の選任・解任の討議 160 49.4 
理事長提出の戦略案の討議と承認 117 36.1 
理事長提出の予算編成方針の討議と承認 115 35.5 




その他 23 7.1 
  （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 324 件、欠損値 2 件、制限なしの複数回答。表中の割
合（％）は、有効回答 324 件に占める各項目件数の割合である。 
  （出所）筆者作成。これ以降の表も、同じく筆者作成。 
 
(１) 理事会の経常的な議題の討議と承認 
 表 1 からわかるように、「理事長提出の毎年度事業計画案の討議と承認」を理事会が果
たす役割であると考えるという回答が最も多く、回答件数 321 件、割合にして 99.1％で
ある。回答割合が 99.1％ということなので、ほとんどの組織が選択しているということ
である。同様に、回答件数が第 2 位の「理事長提出の決算書類の討議と承認」と第 3 位の
「理事長提出の予算案の討議と承認」についても、「理事長提出の毎年度事業計画案の討























































































































































































と「助言や専門知識の提供」とのクロス集計。カイ 2 乗値 1.934、自由度 1、有意確率 0.164）。 
 「危機的な状況にあるときの対処（原油の高騰、急激な円乱高下、業績悪化など）」を理




















 表 1 で示した 8 つの選択肢について、特定の選択肢を選んだ法人が別の選択肢をどの程
度選んでいるか、回答の組み合わせを表 2 で示している。既に述べたように「理事長提出
の毎年度事業計画案の討議と承認（321 件）」「理事長提出の決算書類の討議と承認（317
件）」「理事長提出の予算案の討議と承認（314 件）」という回答件数の上位 3 つまでは、
いずれも 100％近くの法人が選択しているので、3 者の相互の組み合わせ 3 パターンを見












































































314 311 158 116 114 85 55 20 321 





308 157 113 114 88 53 20 317 





158 115 113 86 53 18 314 
(99.0) (98.1) (50.3) (36.6) (36.0) (27.4) (16.9) (5.7) (100.0) 
理事の選任・解任の
討議 
158 157 158 
 
70 67 46 30 5 160 
(98.8) (98.1) (98.8) (43.8) (41.9) (28.8) (18.8) (3.1) (100.0) 
理事長提出の戦略案の
討議と承認 
116 113 115 70 
 
81 45 33 6 117 
(99.1) (96.6) (98.3) (59.8) (69.2) (38.5) (28.2) (5.1) (100.0) 
理事長提出の予算編成
方針の討議と承認 
114 114 113 67 81 
 
41 28 5 115 
(99.1) (99.1) (98.3) (58.3) (70.4) (35.7) (24.3) (4.3) (100.0) 
助言や専門的知識の提
供 
85 88 86 46 45 41 
 
25 3 88 
(96.6) (100.0) (97.7) (52.3) (51.1) (46.6) (28.4) (3.4) (100.0) 
危機的な状況にあると
きの対処 
55 53 53 30 33 28 25 
 
2 55 
(100.0) (96.4) (96.4) (54.5) (60.0) (50.9) (45.5) (3.6) (100.0) 
その他 
23 23 21 5 7 6 3 2 
 
23 
(100.0) (100.0) (91.3) (21.7) (30.4) (26.1) (13.4) (8.7) (100.0) 
列合計 321 317 314 160 117 115 88 55 20 
 





という 4 つの選択肢を相互に組み合わせた 6 パターンについてである（表中で塗り潰して
いる箇所。12 箇所あるが、同じ選択肢同士の組み合わせなので、1 つの組み合わせにつき 2 回表
示されている）。6 つの組み合わせパターンのうち幾つか挙げておくと、表 2 にあるよう
に「理事長提出の戦略案の討議と承認」を理事会が果たす役割であると考えている 117 件
のうち、「理事長提出の予算編成方針の討議と承認」を同時に選択しているのは 81 件、
69.2％（「理事長提出の予算編成方針の討議と承認」115 件からみれば、このうち 81 件、70.4％
が「理事長提出の戦略案の討議と承認」を同時選択している）であるし、同じく「理事長提出
の戦略案の討議と承認」を理事会が果たす役割であると考えている 117 件のうち、「助言















































（注） 組み合せは 6 パターンであるが、理事会が果たしている役割同士のクロス集計のため 1 つの
組み合わせにつき 2 回表示されている。クロス集計によるカイ 2 乗値等は以下のとおりとなる。
カイ 2 乗値、自由度、有意確率の順に記す。 
   ・「理事長提出の戦略案の討議と承認」と「理事長提出の予算編成方針の討議と承認」のクロ
ス集計…91.037、1、0.000。 
   ・「理事長提出の戦略案の討議と承認」と「助言や専門的知識の提供」のクロス集計…11.822、
1、0.001。 
   ・「理事長提出の戦略案の討議と承認」と「危機的な状況にあるときの対処」のクロス集計…
16.386、1、0.000。 
   ・「理事長提出の予算編成方針の討議と承認」と「助言や専門的知識の提供」のクロス集計…
6.498、1、0.011。 
   ・「理事長提出の予算編成方針の討議と承認」と「危機的な状況にあるときの対処」のクロス
集計…6.875、1、0.009。 































1945～1949 年の 5 年間に設立された法人においてこの役割を選択することが多く、1990




割との関係では、1925～1929 年の 5 年間に設立された法人、1945～1949 年の 5 年間に設







































たしている役割と考えている法人 34 件（調整済み－3.0） 
・「理事長提出の予算案の討議と承認」を理事会が果たしている




割と考えている法人 3 件（調整済み残差 2.2） 
（注） 「出資者」と「理事会の果たす役割」とのクロス集計によるカイ 2 乗値等は以下のとおりと
なる。カイ 2 乗値、自由度、有意確率の順に記す。 
   ・「営利企業」と「理事長提出の戦略案の討議と承認」とのクロス集計 …5.261、1、0.022。 
   ・「地方自治体」と「理事長提出の戦略案の討議と承認」とのクロス集計…5.815、1、0.016。 
   ・「創設者及びその親族」と「理事長提出の毎年度事業計画案の討議と承認」とのクロス集計
…9.130、1、0.003。 
   ・「創設者及びその親族」と「理事長提出の予算案の討議と承認」とのクロス集計…4.392、1、
0.036。 

















討議と承認」に若干の関係がみられた。常勤職員の人数が 6 人から 10 人のときと、131
人から 135 人のときに、理事長提出の毎年度事業計画案の討議と承認という理事会が果た
している役割を選択することが少なく、また、常勤職員の人数が 26 人から 30 人、46 人








































能な調査票 326 件、欠損値 5 件）、理事会の現状の役割と理想とする役割に違いがあるとい



































件数 16 14 11 
調整済み残差 -2.3 -2.8 -2.3 
違いがない（254 件） 
件数 100 100 77 
調整済み残差 2.3 2.8 2.3 
合計（321 件） 件数 116 114 88 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 321 件、欠損値 5 件。クロス集計によるカイ 2 乗値等
は以下のとおりとなる。カイ 2 乗値、自由度、有意確率の順に記す。 
   ・「理事会の現状の役割と理想とする役割に違いがある・違いがない」と「理事長提出の戦略





   ・「理事会の現状の役割と理想とする役割に違いがある・違いがない」と「理事長提出の予算
編成方針の討議と承認」のクロス集計…7.901、1、0.005。表中の調整済み残差－2.8、2.8
は、このクロス集計による数値。 






























違いがあるとする理由 件数 割合(％) 
予算案は形式的な討議がなされるのみで、承認されている。 47 70.1 




















その他 10 14.9 
 （注） 理事会の現状の役割と理想とする役割に違いがあるという回答 67 件、有効回答 67 件、欠損
値 0 件、制限なしの複数回答。表中の割合（％）は、有効回答 67 件に占める各項目件数の割
合である。 
 



























理事会の現実と理想に違いがないとする回答は 321 件中 254 件、回答割合にして 79.1％
であった。表 7 を見ると、理想と現実に違いがないとする理由として最も多く回答された
のは、「関係諸法律および基準等の遵守に貢献している」という 188 件であり、理想と現





違いはないとする理由 件数 割合(％) 
関係諸法律および基準等の遵守に貢献している。 188 74.0 
理事間の意思疎通がうまくいっている。 135 53.1 
理事長および経営管理者層に対する規律として役立っている。 106 41.7 
外部理事の助言や専門的知識が、適宜提供されている。 100 39.4 
経営管理者層に対する指揮がうまくいっている。 62 24.4 
理事長の独断を抑制している。 47 18.5 
その他 4 1.6 
 （注） 違いはないという回答 254 件、有効回答 254 件、欠損値 0 件、制限なしの複数回答。表中の
割合（％）は、有効回答 254 件に占める各項目件数の割合である。 
 




































































































































46 42 26 15 10 9 5 2 10 66 





47 43 27 15 11 9 5 2 10 67 





46 42 26 15 11 9 5 2 9 65 
(70.8) (64.6) (40.0) (23.1) (16.9) (13.8) (7.7) (3.1) (13.8)  
理事の選任・解
任の討議 
26 21 16 8 8 7 2 1 4 34 




7 6 3 4 1 1 0 0 5 16 





9 7 4 2 0 3 1 0 3 14 




7 6 4 3 2 2 1 1 2 11 




5 5 5 1 1 0 1 0 5 13 
(38.5) (38.5) (38.5) (7.7) (7.7) (0.0) (7.7) (0.0) (38.5) 
 
その他 
3 4 4 2 1 0 0 1 0 5 
(60.0) (80.0) (80.0) (40.0) (20.0) (0.0) (0.0) (20.0) (0.0) 
 
列合計 47 43 27 15 11 9 5 2 10 67 
（注） 理事会の現実の役割と理想とする役割に違いがあるとする回答 67 件、有効回答 67 件、欠損値
0 件。（ ）内は各行の合計に対する各項目件数の割合（％）である。カイ 2 乗値 99.439、自由






















































187 134 106 99 61 47 4 252 





184 130 104 99 61 45 4 247 





183 130 105 98 62 47 3 246 




96 72 58 43 36 27 2 126 





83 69 53 41 35 31 1 100 





77 59 55 39 35 27 3 100 




62 44 38 55 22 15 0 77 




35 30 22 25 15 15 0 42 
(83.3) (71.4) (52.4) (59.5) (35.7) (35.7) (0.0) 
 
その他 
11 7 6 3 2 3 1 14 
(78.6) (50.0) (42.9) (21.4) (14.3) (21.4) (7.1) 
 
列合計 188 135 106 100 62 47 4 254 
（注） 理事会の現実の役割と理想とする役割に違いがないとする回答 254 件、有効回答 254 件、欠損
値 0 件。（ ）内は各行の合計に対する各項目件数の割合（％）である。カイ 2 乗値 224.217、








































                                                  
(1) アンケート調査の概要については、拙著「非営利組織におけるマネジメント・コントロ
ールの研究―予算行動の実態に関する調査票について―」全国公益法人協会『公益・一般
法人』No.799、2011 年、pp.58-68 を参照されたい。非営利組織を対象として 3,256 法人
に調査票を郵送し、約 1 割の法人から返答があり、うち集計可能な調査票は 326 件であっ




                                                                                                                                                             
一般財団法人 34 件、公益社団法人 19 件、公益財団法人 93 件、その他 4 件である。なお、
統計処理は、IBM SPSS Statistics を利用した。 
(2) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年 6 月 2 日法律第 48 号）第 90
条第 1 項、第 2 項第一号～第三号・第 197 条。拙著「マネジメント・コントロールの法的
構造」法政大学イノベーション・マネジメント研究センター、ワーキングペーパーシリー




る（会社法第 362 条第 1 項、第 2 項第一号～第三号）。 
(3) 一般財団法人は、理事会を置かなければならない（一般社団法人及び一般財団法人に関
する法律第 170 条第 1 項）。公益認定の申請をする一般社団法人は理事会を置いているも
のであること（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18 年 6 月 2
日法律第 49 号）第 5 条第十四号のハ）。 
(4) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 60 条第 2 項。理事会は、同法における
任意機関である。 
(5) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 90 条第 4 項・第 197 条。 
(6) 同第 90 条第 4 項第一号・第 197 条。 
(7) 同第 90 条第 4 項第二号・第 197 条。 
(8) 同第 90 条第 4 項第三号・第 197 条。 
(9) 同第 90 条第 4 項第四号・第 197 条。 
(10) 同第 90 条第 4 項第五号・第 197 条。法務省令で定める体制とは、次に掲げる体制とす
る。一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則（平成 19 年 4 月 10 日法務省令
第 28 号）第 14 条第一号～第八号。 
一  理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
二  損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
三  理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 





                                                                                                                                                             
関する事項 
六  前号の使用人の理事からの独立性に関する事項 
七  理事及び使用人が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制 
八  その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
(11) 同第 90 条第 4 項第六号・第 197 条。 
(12) 同第 92 条・第 84 条。 
(13) 同第 32 条第 2 項・第 181 条第 1 項。 
(14) 同第 124 条第 3 項・199 条。公益認定を受けた法人にあっては、この他、財産目録及び
キャッシュ・フロー計算書の承認（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
施行規則（平成 19 年 9 月 7 日内閣府令第 68 号）第 33 条第 1 項、第 2 項）。 
(15) 社団法人・財団法人の設立、機関、運営等については、拙著「マネジメント・コント
ロールの法的構造」法政大学イノベーション・マネジメント研究センター、ワーキングペ






成 18 年 6 月 2 日法律第 50 号）第 123 条第 1 項、第 2 項、及び拙著「マネジメント・コン
トロールの法的構造」法政大学イノベーション・マネジメント研究センター、ワーキング
ペーパーシリーズ No.135、2012 年、pp.16-18 を参照されたい。 
(17) 民法（明治 29 年 4 月 27 日法律第 89 号）第 90 条。公の秩序又は善良の風俗に反する
事項を目的とする法律行為は、無効とする。 
(18) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 123 条第 2 項。 
(19) 同第 124 条第 3 項。 
(20) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18 年 6 月 2 日法律第 49











則第 27 条）。 
(22) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第 37 条「公益社団法人






(23) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 22 条第 1 項「公益社団法人又










法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 21 条第 1 項、第 2 項・第 5 条第 13 号、公
益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第 27 条・第 28 条参照）。 
(24) 詳細は、拙著「マネジメント・コントロールの法的構造」法政大学イノベーション・
マネジメント研究センター、ワーキングペーパーシリーズ No.135、2012 年、pp.9-20 を
参照されたい。 




                                                                                                                                                             
(26) 目的と戦略の補完性については、拙著「マネジメント・コントロール―目的と戦略そ
して予算編成方針―」全国公益法人協会『公益・一般法人』第 794 巻、2011 年、pp.41-42
を参照されたい。 
(27) Chandler, Alfred D., JR., Strategy and Structure: Chapters in the History of the 
American Industrial Enterprise, Washington, D.C.: BeardBooks, 2003; originally 
published as Strategy and Structure: Chapters in the History of the Industrial 
Enterprise (Cambridge, Massachusetts: M.I.T. Press, 1962), p.13.（三菱経済研究所
『経営戦略と組織―米国企業の事業部制成立史―』実業之日本社、1967 年、p.29。有賀
裕子『組織は戦略に従う』ダイヤモンド社、2004 年、p.17。） 
(28) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 60 条第 1 項・第 177 条（理事の選任）、





ント研究センター、ワーキングペーパーシリーズ No.135、2012 年、p。21、pp.25-33 を
参照されたい）。 
(30) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 153 条第 3 項第 1 号「理事又は理事会
が評議員を選任し、又は解任する旨の定款の定めは、その効力を有しない」。ただし、
「公益法人の設立許可及び指導監督基準」及び「公益法人に対する検査等の委託等に関す
















乗値 26.870、自由度 5、有意確率 0.000、特例社団法人で理事長提出の予算編成方針の討
議と承認を選択しているケースの調整済み残差は 3.7、公益財団法人で理事長提出の予算
編成方針の討議と承認を選択しているケースの調整済み済み残差は－4.0 である。 
(34) 「法的形態」と「理事の選任・解任の討議」のクロス集計では、カイ 2 乗値 11.319、
自由度 5、有意確率 0.045、一般社団法人で理事の選任・解任の討議を選択しているケー
スの調整済み残差は 2.6 である。 
(35) 「法人の設立年」と「理事長提出の予算編成方針の討議と承認」のクロス集計では、
カイ 2 乗値 33.833、自由度 19、有意確率 0.019、1919 年以前に設立された法人で理事長
提出の予算編成方針の討議と承認を選択しているケースの調整済み残差 2.7、1945～1949
年の 5 年間に設立された法人で理事長提出の予算編成方針の討議と承認を選択しているケ
ースの調整済み残差は 2.9、1990～1994 年の 5 年間に設立された法人で理事長提出の予算
編成方針の討議と承認を選択しているケースの調整済み残差は－2.3 である。 
(36) 「法人の設立年」と「危機的な状況にあるときの対処」のクロス集計では、カイ 2 乗
値 38.237、自由度 19、有意確率 0.006、1925～1929 年の 5 年間に設立された法人で危機
的な状況にあるときの対処を選択しているケースの調整済み残差は 2.2、1945～1949 年の
5 年間に設立された法人で危機的な状況にあるときの対処を選択しているケースの調整済
み残差は 3.3、1955～1959 年の 5 年間に設立された法人で危機的な状況にあるときの対処
を選択しているケースの調整済み残差は 2.9 である。 
(37) 「雇用の機会を作るため」と「理事長提出の毎年度事業計画案の討議と承認」のクロ
ス集計では、カイ 2 乗値 5.643、自由度 1、有意確率 0.018、調整済み残差－2.4 である。 
(38) 「相続税対策のため」と「理事長提出の予算案の討議と承認」のクロス集計では、カ
イ 2 乗値 9.988、自由度 1、有意確率 0.002、調整済み残差－3.2 である。 
(39) 「常勤職員の人数」と「理事長提出の毎年度事業計画案の討議と承認」のクロス集計
では、カイ 2 乗値 58.641、自由度 38、有意確率 0.017、常勤職員 6 人から 10 人のときに
理事長提出の毎年度事業計画案の討議と承認を選択しているケースの調整済み残差は－




                                                                                                                                                             
選択しているケースの調整済み残差は－7.2 である。「常勤職員の人数」と「理事長提出
の予算案の討議と承認」のクロス集計では、カイ 2 乗値 72.726、自由度 38、有意確率
0.001、常勤職員 26 人から 30 人のときに理事長提出の予算案の討議と承認を選択してい
るケースの調整済み残差－5.0、常勤職員 46 人から 50 人のときに理事長提出の予算案の
討議と承認を選択しているケースの調整済み残差は－2.5、常勤職員 261 人から 265 人の
ときに理事長提出の予算案の討議と承認を選択しているケースの調整済み残差は－5.6 で
ある。 
(40) 「資産総額」と「理事長提出の戦略案の討議と承認」のクロス集計では、カイ 2 乗値
11.207、自由度 4、有意確率 0.024、資産総額 1 億円以上 5 億円未満の法人で理事長提
出の戦略案の討議と承認を選択するケースの調整済み残差は－3.0 である。 
(41) 「実質的に意思決定をしている経営全般に責任のあるトップ」と「理事長提出の戦略









(43) 理事長（または会長）・副理事長（または副会長）・専務理事・常務理事の 4 人が実
質的に意思決定をしている経営全般に責任のあるトップであると考えている法人で、理事
長提出の戦略案の討議と承認を選択しているケースの調整済み残差は 2.3、理事長提出の
予算編成方針の討議と承認を選択しているケースの調整済み残差は 3.5 である。 
(44) 理事長（または会長）・専務理事・事務局長（または事務長）の 3 人が実質的に意思
決定をしているトップであると考えている法人で、理事長提出の戦略案の討議と承認を選
択しているケースの調整済み残差は 2.1 である。 





                                                                                                                                                             
(46) 「理事会の現状の役割と理想とする役割に違いがあるか否か」と「地域を活性化する
ため」のクロス集計では、カイ 2 乗値 1.278、自由度 1、有意確率 0.039、調整済み残差
2.1 である。また、「理事会の現状の役割と理想とする役割に違いがあるか否か」と「生
活をたてるため」のクロス集計では、カイ 2 乗値 3.976、自由度 1、有意確率 0.046、調整
済み残差 2.0 である。 
(47) Mace, op. cit., pp.23-25（道明、前掲書、pp.24-27）が参考になる。 
(48) 「理事間の意思疎通がうまくいっている」と「経営管理者層に対する指揮がうまくい
っている」のクロス集計では、カイ 2 乗値 5.5449、自由度 1、有意確率 0.018、調整済み
残差 2.4 である。「理事間の意思疎通がうまくいっている」と「理事長の独断を抑制して
いる」のクロス集計では、カイ 2 乗値 6.743、自由度１、有意確率 0.009、調整済み残差
2.6 である。 
(49) 「理事長および経営管理者層に対する規律として役立っている」と「経営管理者層に
対する指揮がうまくいっている」のクロス集計では、カイ 2 乗値 8.997、自由度１、有意
確率 0.003、調整済み残差 3.0 である。「理事長および経営管理者層に対する規律として
役立っている」と「理事長の独断を抑制している」のクロス集計では、カイ 2 乗値 13.919、
自由度１、有意確率 0.000、調整済み残差 3.7 である。 
(50) 「経営管理者層に対する指揮がうまくいっている」と「理事長の独断を抑制している」
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